
令和２年度　事務事業総点検表（１次評価）

独立機関

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

1461
明るい選挙
推進事業

S 38 ～
市

（直営）

政治や選挙に関する
意識の醸成、向上を
図る。

①明るい選挙啓発ポ
スターコンクールの開
催
②高校生向啓発パン
フレットの作成

①明るい選挙啓
発ポスターコン
クールの実施
②高校生向啓発
パンフレットの配
布

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,538 0 1,108 1.0 1.0

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

1462

衆議院議員
補欠選挙事
務

Ｒ 2 ～ 2
市

（直営）

令和２年４月26日期日
の衆議院議員補欠選
挙の執行

①期日前投票の実施
②投開票事務の実施
③選挙結果調の作成

①期日前投票の
実施
②投開票事務の
実施
③選挙結果調の
作成

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

一
般
84,279 0 72,345 1.0 0.0

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

1463
市議会議員
選挙事務

Ｒ 2 ～ 2
市

（直営）

令和３年３月28日期日
の市議会議員選挙の
執行

①期日前投票の実施
②投開票事務の実施
③選挙結果調の作成

①期日前投票の
実施
②投開票事務の
実施
③選挙結果調の
作成

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

一
般
262,904 0 227,378 1.0 0.0

人
事
委
員
会
事
務
局

1464
人事委員会
勧告事業

H 17 ～
市

（直営）

市民の理解と納得が
得られるよう人事制
度、給与制度の適正
化を図る。

①民間給与実態調査
の実施
②職員給与実態調査
の実施
③①②の調査の結果
に基づき算出された公
民較差を解消する勧
告及び人事、給与そ
の他の勤務条件に関
する状況調査に基づく
報告の実施

①民間給与実態
調査対象事業所
数
②職員給与実態
調査の実施
③報告及び勧告
の実施

①119事
業所
②実施
③実施

①119事
業所
②実施
③実施

一
般

492 － 103 4.0 2.0

人
事
委
員
会
事
務
局

1465
職員採用事
業

H 17 ～
市

（直営）

「世界に輝く静岡」の
実現に貢献することの
できる優秀な人材の確
保を図る。

①任命権者からの通
知及び請求に基づく
採用試験及び選考の
実施
②将来的な志望意欲
及び受験者確保に繋
がる広報事業の実施

①採用試験及び
選考の実施区分
数
②主催又は参加
した業務説明会の
参加者数

①35区
分
②1,500
人

①35区
分

②2,828
人

一
般
10,580 － 10,221 4.0 0.8

人
事
委
員
会
事
務
局

1466
職員昇任選
考事業

H 17 ～
市

（直営）
適正な選考により優秀
な人材の登用を図る。

各昇任段階に応じた
能力の実証等による
昇任選考の実施

各昇任選考の実
施

選考区
分ごと各
1回

選考区
分ごと各
1回

一
般

2,380 － 1,209 1.0 0.2

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）



Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29

啓発パンフレットを
配布する高校数

27校 27校 27校 27校

直近３か年はすべての高校に配布
しており、今年度も同様に配布予
定であるため、27校を目標値とし
て設定した。

27校 A A

選挙制度及び投票の方法や選挙
に関する豆知識等を掲載した啓発
パンフレットを、大学生と協力して
作成することができた。また、直近
３か年と同様に市内の全ての高校
に配布したため。

未来の有権者である子供たちの主
権者教育に取り組むため、学校教
育と連携した選挙啓発事業を検討
する必要がある。
学生の選挙に関する意見等を取り
入れたパンフレットを引き続き作
成・配布することで、若年層に対す
る主権者意識の醸成を図るととも
に、今後、その作成したパンフレッ
トを活用した啓発事業の実施につ
いても検討を進めていく。
また、高校生の投票事務従事も継
続して実施する。

管理執行上の問
題発生件数

０件 ― ― ―

前回、平成29年10月22日の衆議
院議員総選挙執行時には、管理
執行上の問題となる事項もなく、適
正な管理執行を行えた。今回の選
挙でも、事務管理の見直しを行
い、目標値として設定した管理執
行上の問発生件数０件の達成を
目指すこととした。

１件 C C

清水区開票所において、投票者
総数の集計誤りによる、管理執行
上問題となる事例が１件発生した
ため。

職員の投票事務に対する認識不
足を解消し、選挙前の職員研修を
通じて事務の適正な執行につい
て、徹底していく。

管理執行上の問
題発生件数

０件 ― ― ―

前回、平成29年３月26日の市議会
議員選挙執行時には、１件の管理
執行上の問題が発生した。今回の
選挙では、事務管理の見直しを行
い、目標値として設定した管理執
行上の問発生件数０件の達成を
目指すこととした。

２件 C C

葵区開票所において、投票者総
数の集計誤りによる、管理執行上
問題となる事例が１件発生し、市
選挙管理委員会事務局におい
て、候補者から受理した選挙運動
に係る収支報告書の一部が４月20
日まで閲覧できなかったという管
理執行上問題となる事例が１件発
生したため。

職員の投票事務に対する認識不
足を解消し、選挙前の職員研修を
通じて事務の適正な執行につい
て、徹底していく。又、収支報告書
の閲覧事務については、閲覧事
務に関するマニュアルを見直し、
共有する。

議会及び市長へ
の報告及び勧告
の実施

実施 実施 実施 実施
地方公務員法第８条、第14条及び
第26条の規定に基づく人事委員
会の権限である。

実施 A A

民間給与実態調査、職員給与実
態調査、給与その他諸条件に関
する状況調査を期間内に実施し、
調査の結果に基づき報告及び勧
告を実施した。

引き続き民間給与実態調査を実
施し、その調査結果を基に給与水
準の適正化を図る。

①任命権者への
採用候補者名簿
の提示及び採用
選考の実施結果
の通知
②主催説明会ア
ンケートにおける
仕事や働き方に
対する理解が深
まった参加者の割
合

①実
施
②
90％

①実
施②
86.5
％

①実
施
②－

①実
施
②－

①任用規則に基づき、採用候補
者名簿を作成又は選考の結果を
任命権者に通知する。
②当該質問項目を設けた初年度
（R1）実績を踏まえ設定した。

①実施
②
97.5％

①A
②S

A

①採用試験及び選考は当初の計
画通り支障なく実施できた。
②将来的な志望意欲及び受験者
確保に繋がる広報事業について
は、活動指標・成果指標共に目標
を上回った。説明会の参加者数は
R1年度の1,905人から大幅に増加
したが、オンラインによる主催説明
会を複数回実施したこと、高校対
象の説明会が7校から11校に増加
したことが主な要因である。また、
主催説明会では積極的に卒業生
や各分野の応援職員を活用したこ
とで、より市職員の仕事や働き方
に対する理解が深まったと考えら
れる。

本市採用試験の申込者数は近年
減少傾向にあり（R1：1,369人→
R2：1,305人（大卒事務A・BはR1：
570人→530人）、引き続き低年次
生・高校生向けの広報事業を充実
させ、早い段階から就職先として
の本市への志望意欲醸成を図る。
また、受験者確保に苦慮している
専門職種については、関係各局
の協力も得ながら広報に取組む。
さらに、主催説明会や採用1年目
職員対象アンケートの検証も踏ま
え、引き続き効果的な受験者確保
策を検討・実施していく。

任命権者への昇
任選考の実施結
果の通知

実施 実施 実施 実施
任用規則に基づき、選考の結果を
任命権者に通知する。

実施 A A 各昇任選考を確実に実施した。

任命権者と連携し、受験率が依然
低い女性職員の受験率向上の取
組や、昇任選考制度のあり方につ
いて検討していく。

実績値
当該年
度の目
標値

指標名

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度



①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値
会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

監
査
委
員
事
務
局

1467

工事監査に
係る工事技
術調査委託
業務

Ｒ 2 ～Ｒ 2
市

（委託）

公共工事の質的向上
と技術職員の技術力
向上を図る目的の工
事監査を、効果的か
つ効率的に実施す
る。

監査対象工事につい
て、技術士を擁する専
門機関に書類調査及
び現場調査などの専
門的技術調査を委託
する。

工事監査の実施
監査の
実施

監査の
実施

一
般

553 0 352 0.2 0.0

農
業
委
員
会
事
務
局

1468
農地利用状
況調査

H 22 ～

市・補助
等

（直営・交
付先）

管内全ての農地につ
いて、利用状況調査を
し、遊休農地の解消
等、農地の利活用の
向上を図る。

①全農地の利用状況
調査
②遊休農地所有者に
対する改善指導

①農地利用状況
調査
②意向調査

①１回
②１回

①１回
②１回

一
般

2,140 - 1,840 1.5 0.5

農
業
委
員
会
事
務
局

1469

農業者年金
事業受託事
業

S 46 ～
市

（直営）

農業者年金の受託事
務を実施することによ
り、農業者の老後の生
活の安定と福祉の向
上を図る。

①各種届の内容確認
②現況届の処理

①各種届の内容
確認件数
②現況届の処理
件数

①随時
（約200
件）
②約
1,300件

①随時
(171件)
②1,130
件

一
般

1,451 ― 408 0.5 1.0

農
業
委
員
会
事
務
局

1470
農地管理業
務

－ ～
市

（直営）

農地転用を規制すると
ともに、周辺農地との
調和に配慮しつつ農
地を効率的に利用す
る耕作者への権利取
得を図る。

①適正な事前審査
②処理期間を遵守し
た許可書等の交付

① （許可）毎月
　  （届出）毎週
② （許可）毎月
　  （届出）毎週

①適正
な処理
②適正
な実施

遅滞なく
実施

一
般

1,732 ― 1,509 4.0 3.0

議
事
課

1471
会議録等作
成業務

－ ～
市

（直営・委
託）

会議等の審議状況を
正確に記録する唯一
の公文書として、地方
自治法第１２３条及び
委員会条例第７１条等
の規定により作成す
る。

①外部委託により議会
の会議等における発
言内容を反訳したもの
を、職員が正確な記録
となるよう校正を行う。

②校正が終了し、定め
られた書類等を添付
し、議長のほか会議で
指名した議員が署名し
たものを会議録（正
本）として完成させる。

③完成した会議録は、
法第１２３条の規定に
より市長に送付する。

正確な会議録等
を速やかに完成さ
せる

本会議
会議録：
60時間

委員会
記録等：
135時間

本会議
会議録：
59.5時間

委員会
記録等：
146時間

一
般

3,302 ― 3,272 3.0 0.0

議
事
課

1472

会議録検索
システム運
用業務

H 15 ～
市

（直営・委
託）

議会の会議等におけ
る議論の状況、結果を
広く市民に情報提供
することにより、市民に
議会の活動を周知す
る。

本会議、委員会等の
発言記録をインター
ネットで検索ができる
ようなデータに加工
し、会議録検索システ
ムとして公開し、広く市
民に会議の状況等を
公開する。

会議録元データ
の委託先への速
やかな送付

本会議
会議録：
60時間

委員会
記録等：
135時間

本会議
会議録：
59.5時間

委員会
記録等：
146時間

一
般

1,291 ― 1,261 0.5 0.0

調
査
法
制
課

1473
市議会の活
動

- -
市

（直営・委
託）

市民の市議会に対す
る関心を高めること。

市議会広報の充実及
び市民への周知の実
施

①議会だよりの発
行
②本会議インター
ネット中継の実施
③FMラジオ番組
放送
④開催告知ポス
ター掲出

①４回
②４回
③４回
④４回

①４回
②４回
③４回
④４回

一
般

12,376 ― 9,608 3.2 0.0



Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29

実績値
当該年
度の目
標値

指標名

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度

工事監査に係る
指摘・指導事項等
に対する改善実
施の割合

100%
100％
（１件）

100％
（１件）

100％
（５件）

更なる公共工事の質的向上を図る
ため、すべての工事監査の指摘事
項及び指導事項について、改善
措置が実施されることを目標とした
（改善実施の割合100％）。

100％
（１件）

A A

　工事技術調査の委託により工事
監査を実施し、１件の指導事項に
ついて改善を求めた。受監課にお
いて改善の対応がなされ、公共工
事の質的向上が図られた。

　本市の工事監査は、技術士に調
査を委託しており、調査を行うにあ
たっては、本市における工事の実
情を理解してもらうことが必要であ
る。
　そのため、過去の監査における
指摘事項等の事例集を委託先に
提示することにより、効果的かつ効
率的な監査を実施していく。

遊休農地の解消 12ha
12.4h
a

11.0h
a

23.6h
a

過去３年の遊休農地の解消率の
平均値に基づき目標値を設定し
た。

11.2ha A A

農業委員20人、推進委員37人及
び地区補助員92人による農地パト
ロールを実施。再生利用が可能な
荒廃農地の利用意向確認及び指
導等を行うことで、概ね計画どおり
遊休農地の解消に繋がった。

調査結果については、JAや農地
中間管理機構への情報提供を通
じ、農地の有効活用の推進、集積
を促進していく。

①各種届出の内
容確認数
②現況届の処理
件数
③支給停止件数

①実
施

②実
施

③0件

①191
件
②
1,285
件
③－
件

①151
件
②
1,380
件
③－
件

①182
件
②
1,491
件
③－
件

①年金資格者要件の変更等に伴
う各種届出の確認数
②年金支給の基礎となる農業者
年金受給権者現況届の期限内
処理件数
③農業者年金の支給停止件数

①実施
(実績：
171件)
②実施
(実績：
1,130
件)
③0件

①A
②A
③A

A

各種申請、届出に対し適正な処
理が実施され、このことにより
事務処理起因による支給停止者
がいない状況が創出できている。

年金受給者は高齢であることから
届出及び現況届の提出につい
て、
通知又は電話等によるきめ細や
かな対応を行っていく。

許可・届出の適正
な処理

適正
な

実施

適正
な実
施（実
績：
1,210
件）

適正
な実
施（実
績：
1,199
件）

適正
な実
施（実
績：
1,390
件）

農地法による法令事務のため、許
可基準に基づく適正な審査及び
許可書等の交付を継続的に行う。

適正な
実施

(実績：
1,090
件)

A A
全案件において適正な事前審査
及び処理期間内の許可書等の交
付ができた。

農地法による法令事務であり許可
基準に基づき適正な事前審査及
び許可書等の交付を行っていく。

反訳原稿受領後、
会議録納品までの
日数

定例
会等
終了
後65
日（平
日）以
内

65日
以内

65日
以内

65日
以内

委託業者が録音媒体受け取り後、
25日以内に反訳原稿を送ってく
る。その後、職員による音声との照
合、文字校正、原稿の業者戻しと
修正、校正を２回実施することにし
ているため、その間の作業日数、
原稿の送付、受け取り等に係る日
数を勘案し納品までの日数を定め
た。

65日以
内（39
～62
日）

S S

職員が常に迅速かつ正確な記録
の作成を意識するとともに、速やか
な会議録作成のため、状況に応じ
て役割分担を見直すなど課全体
で協力して事業を進めた。また、
臨時会が４回も開催される等、例
年と比べて業務多忙となる中、常
にお互いの進捗状況を共有し、目
標を上回ることができた。
目標値は65日以内であるが、臨時
会を含めた平均は53.875日で達
成値120.6％となる。また、最長と
なった令和２年２月定例会は62日
であるが、それについても達成値
104.8％であるため、達成度をSと
評価した。

【今後の課題】
校正責任者によるスケジュール管
理を徹底することで、更なる校正
作業の効率化を図り、会議録の早
期完成を目指す。

【課題解決に向けた取組内容】
会議録校正の手引き等に基づき、
校正の作業効率の向上、職員の
校正に係る知識の共有、能力の向
上を図る。

定例会終了後、本
会議録を静岡市
HPに掲載するま
での日数

定例
会終
了後
80日
（平
日）以
内

80日
以内

80日
以内

80日
以内

本会議録作成に係る日数（定例会
終了後65日（平日）以内）に、委託
業者への会議録掲載依頼事務手
続や、依頼後の委託業者の業務
完了期限（10日（平日）以内）を勘
案し、静岡市HPに掲載するまでの
日数を定めた。

80日以
内（43
～68
日）

S S

職員が常に迅速かつ正確な記録
の作成を意識するとともに、速やか
な会議録作成のため、状況に応じ
て役割分担を見直す等、課全体
で協力して事業を進めた。また、
臨時会が４回も開催される等、例
年と比べて業務多忙となる中、常
にお互いの進捗状況を共有し、目
標を上回ることができた。
目標値は80日以内であるが、臨時
会を含めた平均は60.25日で達成
値132.7％となる。また、最長となっ
た令和２年２月定例会は68日であ
るが、それについても達成値
117.6％であるため、達成度をSと
評価した。

【今後の課題】
校正責任者によるスケジュール管
理を徹底することで、更なる校正
作業の効率化を図り、会議録の早
期完成を目指す。
完成した会議録データを計画的に
業者に発送する。

【課題解決に向けた取組内容】
会議録校正の手引き等に基づき、
校正の作業効率の向上、職員の
校正に係る知識の共有、能力の向
上を図る。担当者間の連絡を密に
行い、課内の協力体制をより強化
する。

市議会HP主要
ページアクセス数

51,40
0件

48,61
8件

44,20
3件

―
閲覧が多い主要ページのアクセス
件数を指標とし、令和元年度上半
期の数値を勘案した件数とした。

54,282
件

S S

ＨＰのアクセス数が、前年度実績
の約12％増、目標値に対しては約
６％増と目標を上回る結果となり、
着実に行財政改革の推進を実施
している。

ウィズコロナやアフターコロナを見
据えて、引き続き各ページの見直
しや、ＳＮＳとの連動など効果的な
情報発信を推進していく。


